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当ファンドは投資信託約款において、運用報告書（全体版）を電磁的方法によりご提供する旨を定めております。運用報告
書（全体版）は、下記のホームページにアクセスし、「基準価額一覧」等から当ファンドの名称を選択いただき、ファンド
の詳細ページから閲覧、ダウンロードすることができます。また、運用報告書（全体版）は受益者のご請求により交付され
ます。交付をご請求される方は、販売会社までお問い合わせください。

東京都千代田区丸の内1-8-2　http://www.am-one.co.jp/

受益者の皆さまへ
毎々格別のお引立てに預かり厚くお礼申し上げ
ます。
さて、「投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑
制型」は、2019年１月11日に第４期の決算を
行いました。
当ファンドは、主に国内外の公社債、株式およ
び不動産投資信託証券（リート）にマザーファ
ンドを通じて実質的に投資し、それぞれの配分
比率を適宜変更し、信託財産の成長を図ること
を目的として、運用を行います。
当作成対象期間につきましても、これに沿った
運用を行いました。ここに、運用経過等をご報
告申し上げます。
今後とも一層のご愛顧を賜りますようお願い申
し上げます。

作成対象期間 2018年１月12日～2019年１月11日

第４期 決算日：2019年１月11日

第４期末
（2019年１月11日）

基 準 価 額 10,394円
純資産総額 6,536百万円

第４期 騰 落 率 △1.8％
分配金合計 0円

（注１）騰落率は分配金再投資基準価額の騰落率を表示しています。
（注２）△（白三角）はマイナスを意味しています（以下同じ）。

投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型
追加型投信／内外／資産複合
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

運用経過の説明
基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）分配金再投資基準価額は、期首の基準価額に合わせて指数化しています。
（注４）当ファンドはベンチマークを定めておりません。

基準価額の主な変動要因
　世界の株式市場は2018年２月上旬にかけて急落したのち、一旦堅調な展開となりました。しかし、
10月以降、米国長期金利の上昇をきっかけに世界同時株安の展開となり、下落しました。債券市場は世
界的に長期金利が上昇する局面もありましたが、年末に長期金利が低下し債券価格は上昇しました。債
券等の安全資産がプラスに寄与しましたが、株式等のリスク性資産がマイナスに寄与し、基準価額は下
落しました。

◆組入ファンドの当作成期間の騰落率
組入ファンド 騰落率

国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 1.3％
国内株式パッシブ・ファンド（最適化法）・マザーファンド △17.2％
為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 0.0％
外国株式パッシブ・ファンド・マザーファンド △9.2％
Ｊ－ＲＥＩＴインデックスファンド・マザーファンド 11.2％
外国リート・パッシブ・ファンド・マザーファンド △2.5％
エマージング債券パッシブ・マザーファンド △5.9％
エマージング株式パッシブ・マザーファンド △17.5％
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第３期末
（2018.１.11）

第４期末
（2019.１.11）

（円） （億円）

基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）

第 ４ 期 首 ： 10,584円
第 ４ 期 末 ： 10,394円
（既払分配金０円）
騰 落 率 ： △1.8％
（分配金再投資ベース）
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１万口当たりの費用明細

項目

第４期

項目の概要（2018年１月12日
～2019年１月11日）
金額 比率

(ａ) 信託報酬 66円 0.637％ (ａ) 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率
期中の平均基準価額は10,419円です。

（投信会社） (32) (0.302) 投信会社分は、信託財産の運用、運用報告書等各種書類の作成、基準価
額の算出等の対価

（販売会社） (32) (0.302) 販売会社分は、購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、
口座内でのファンドの管理等の対価

（受託銀行） (  3) (0.032) 受託銀行分は、運用財産の保管・管理、投信会社からの運用指図の実行
等の対価

(ｂ) 売買委託手数料 0 0.003 (ｂ) 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
売買委託手数料は、組入有価証券等の売買の際に発生する手数料

（株式） (  0) (0.002)
（先物・オプション） (  0) (0.000)
（投資信託受益証券） (  0) (0.000)
（投資証券） (  0) (0.001)

(ｃ) 有価証券取引税 0 0.005 (ｃ) 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
有価証券取引税は、有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

（株式） (  0) (0.002)
（投資信託受益証券） (  0) (0.000)
（投資証券） (  0) (0.002)

(ｄ) その他費用 2 0.020 (ｄ) その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数
（保管費用） (  1) (0.011) 保管費用は、外国での資産の保管等に要する費用
（監査費用） (  0) (0.004) 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査にかかる費用
（その他） (  0) (0.004) その他は、信託事務の処理に要する諸費用

合計 69 0.664
（注１）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果で

す。なお、売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費用は、このファンドが組入れているマザーファンドが支払った金額のうち、こ
のファンドに対応するものを含みます。

（注２）金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注３）比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。

CC_18491523_02_ostOne_投資のソムリエ（DC年金）リスク抑制型_交運_運用経過.indd   2 2019/02/28   13:22:23



3

投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

最近５年間の基準価額等の推移

（注１）分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すも
のです。

（注２）分配金を再投資するかどうかについてはお客さまがご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なり
ます。従って、お客さまの損益の状況を示すものではありません。

（注３）基準価額は、設定日前日を10,000として計算しています。
（注４）分配金再投資基準価額は、設定日前日を10,000として指数化しています。

2015年10月30日
設定日

2016年１月12日
決算日

2017年１月11日
決算日

2018年１月11日
決算日

2019年１月11日
決算日

基準価額（分配落）� （円） 10,000 9,890 10,361 10,584 10,394

期間分配金合計（税引前）� （円） － 0 0 0 0

分配金再投資基準価額の騰落率� （％） － △1.1 4.8 2.2 △1.8

純資産総額� （百万円） 10 10 464 3,804 6,536
（注１）設定日の基準価額は設定当初の金額、純資産総額は設定当初の元本額を表示しております。
（注２）当ファンドのコンセプトに適した指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指標を定めておりません。
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基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）純資産総額（右軸）
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投資環境
　国内債券市場は上昇（利回りは低下）しました。期初から2018年７月にかけては、日銀が「長短金
利操作付き量的・質的金融緩和」を継続する中、10年国債利回りは0.02～0.10％程度で揉み合いまし
た。７月下旬から10月にかけては、日銀の大規模な金融緩和の修正観測などから上昇基調で推移し、一
時0.16％程度まで上昇しました。10月から期末にかけては、世界景気の減速懸念などから低下基調に
転じ、通期では10年国債利回りは低下（価格は上昇）しました。

　国内株式市場は、期初から2018年３月下旬にかけては、円高進行、米国株安、安倍政権の不安定さ
などを嫌気し、下落しました。その後は、米中貿易摩擦、為替動向、シリアや北朝鮮などの地政学リス
クなどの動向次第で、一進一退の展開となりました。10月以降は、米国長期金利の上昇を受けて米国株
式が下落したことや、世界景気の減速懸念、米中貿易摩擦の激化などを嫌気し、国内株式市場は急落し
ました。ただし、大幅な下落の反動もあり、期末にかけてはやや値を戻しました。

　先進国債券市場では、米国債利回りが堅調な経済情勢を背景とした段階的な利上げを受けて上昇（価
格は下落）しましたが、年末には米中貿易摩擦の経済への影響が懸念される中で利回りは低下（価格は
上昇）に転じました。期末の利回りは期初と比べ小幅上昇しました。欧州圏ではＥＣＢ（欧州中央銀
行）が金融緩和政策を継続する中で金利の上昇は抑えられ、欧州債利回りは概ね低下する展開となりま
した。

　先進国株式市場は、米国では長期金利の上昇が嫌気され、2018年２月上旬に急落しました。その後
は、米中貿易摩擦が警戒されながらも、良好な企業決算などを背景に堅調な展開となりました。10月に
入ると、米国長期金利の上昇が嫌気され世界同時株安の展開となり、期末にかけてやや値を戻したもの
の、前期末比では下落となりました。欧州では、６月以降方向感の定まらない展開となりました。10月
以降は、イタリア財政への懸念などから軟調に推移し、各国市場は前期末比で概ね下落となりました。

　国内リート市場は、期初は世界的な金融市場の不安定化によるリスク回避姿勢が強まる中で下落しま
したが、その後は、日本の長期金利が相対的に低位に落ち着いていたことなどから値を戻す展開となり
ました。2018年４月以降も長期金利が低位で安定的に推移したことに加え、米中貿易摩擦問題が懸念
される中でリートのディフェンシブ性や良好なオフィス賃貸市況が評価されたことを受け、概ね上昇基
調となりました。

　外国リート市場では、米国リート市場は期初は調整したものの、米国景気の緩やかな拡大などを背景
に上昇しました。2018年12月に入り米国長期金利の上昇が嫌気され下落しましたが、期末にかけて値
を戻した結果、前期末比では上昇しました。欧州リート市場はフランスやイギリスを中心に大幅下落と
なりました。豪州リート市場は米豪長期金利の上昇により調整する場面も見られましたが、商品市況を
背景とした豪州経済への期待や期末にかけての豪州長期金利の低下を受け上昇し、前期末比で上昇しま
した。
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

　新興国債券の利回りは上昇しました。ベースとなる米国の長期金利は、ＦＲＢ（米連邦準備理事会）
による利上げや良好な米雇用統計等を背景に上昇した後、期末にかけて利上げペースの鈍化観測などか
ら低下しました。対米国債スプレッド（利回り格差）は、貿易摩擦や原油価格の下落などを背景に、リ
スク回避の動きが強まったことから拡大しました。

　新興国株式市場は下落しました。期初は世界的な景気拡大への期待などから上昇する局面もありまし
たが、2018年２月に入ると米国長期金利が急上昇し、新興国株式市場からの資金流出が懸念されて下
落しました。その後は米国トランプ政権が通商面での対外強硬姿勢を強めたことから米中貿易摩擦拡大
への不安が強まったことや、世界景気の先行きに警戒感が台頭してきたことなどから軟調な推移となり
ました。

　為替市場では、米ドル／円相場は、2018年夏場にかけて米長期金利が上昇し、日米金利差が拡大し
たこと等を背景に円安ドル高となったものの、12月に入るとリスク回避姿勢が強まったことから円高ド
ル安となり、前期末比でも円高ドル安となりました。米ドル以外の主要通貨に対しても、政治情勢に対
する不透明感等を背景に英ポンドやユーロに対して円高基調で推移したほか、世界的な景気減速懸念等
を背景に新興国通貨に対しても円高が進むなど、円は独歩高の動きとなりました。

ポートフォリオについて
●当ファンド
　【基本配分戦略（月次）】
　８つのマザーファンドに関する基本配分比率および通貨配分比率を月次で決定し、リバランスを行い
ました。安定資産へ70～80％程度、リスク性資産へ10～30％程度配分しました。
　【機動的配分戦略（日次）】
　リスク性資産が下落するリスクが高まったと判断した2018年２月および10月以降は、断続的に安定
資産への配分を高めました。また、安定資産が下落するリスクが高まったと判断した２月、８月、９月
から10月および12月以降において、現金等への配分を高めました。

○当期末の資産配分
資 産 比 率

安定資産 国内債券 9.0％ 72.1％為替ヘッジ先進国債券 63.1％

リスク性
資産

新興国債券 5.5％

11.4％

国内株式 1.0％
先進国株式 1.0％
新興国株式 1.0％
国内リート 0.8％
先進国リート 2.1％

現金等 16.4％

※１　比率は純資産総額に対する割合です。
※２　国内債券：国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド、為

替ヘッジ先進国債券：為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファ
ンド・マザーファンド、新興国債券：エマージング債券パッシ
ブ・マザーファンド、国内株式：国内株式パッシブ・ファンド
（最適化法）・マザーファンド、先進国株式：外国株式パッシ
ブ・ファンド・マザーファンド、新興国株式：エマージング株
式パッシブ・マザーファンド、国内リート：Ｊ－ＲＥＩＴイン
デックスファンド・マザーファンド、先進国リート：外国リー
ト・パッシブ・ファンド・マザーファンド
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●国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド
　ベンチマークであるＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合の銘柄入れ替えや、資金の流入・流出に応じて適宜債
券の売買を実施し、リスク特性をベンチマークに極力一致させたポートフォリオを構築しました。

●国内株式パッシブ・ファンド（最適化法）・マザーファンド
　ベンチマークである東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）のリスク特性に概ね一致したポート
フォリオを構築しました。

●為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド
　ベンチマークであるＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース、為替ヘッジあり）とリス
ク特性を極力一致させたポートフォリオを構築しました。

●外国株式パッシブ・ファンド・マザーファンド
　ベンチマークであるＭＳＣＩコクサイ・インデックス（円換算ベース、配当込み、為替ヘッジなし）
のリスク特性に概ね一致したポートフォリオを構築しました。

●Ｊ－ＲＥＩＴインデックスファンド・マザーファンド
　配当落ち以外の場合ではリートの実質組入比率を高め、ベンチマークである東証ＲＥＩＴ指数（配当
込み）との連動性を保つように努めました。また、ベンチマークの構成銘柄の変更に応じたポートフォ
リオのリバランスを行い、資金の流入・流出に応じたきめ細かなポートフォリオ調整を実施し、ベンチ
マークと同等のリスク特性を維持しました。

●外国リート・パッシブ・ファンド・マザーファンド
　ベンチマークであるＳ＆Ｐ 先進国 ＲＥＩＴインデックス（除く日本、円換算ベース、配当込み、為
替ヘッジなし）のリスク特性に概ね一致したポートフォリオを構築しました。

●エマージング債券パッシブ・マザーファンド
　ベンチマークであるＪＰモルガン・エマージング・マーケット・ボンド・インデックス・プラス（円
換算ベース・為替ヘッジなし）とポートフォリオのリスク特性を概ね一致させたポートフォリオを構築
しました。なお、運用の基本方針で定められた格付による債券組入制限により、相対的に信用力の低い
国の債券には投資しませんでした。

●エマージング株式パッシブ・マザーファンド
　ベンチマークであるＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（円換算ベース、配当込み、
為替ヘッジなし）のリスク特性に概ね一致したポートフォリオを構築しました。
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

今後の運用方針
●当ファンド
　基本戦略である基本配分戦略（月次）および機動的配分戦略（日次）に基づき、各マザーファンドの
組入比率および為替ヘッジ比率を定め、安定した収益の獲得をめざします。

●国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド
　引き続き、ポートフォリオのリスク特性をベンチマークに極力一致させることで、ベンチマークに連
動する投資成果をめざしたパッシブ運用を行います。

●国内株式パッシブ・ファンド（最適化法）・マザーファンド
　引き続き、ベンチマークに連動する投資成果を目標としたパッシブ運用を行います。

●為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド
　引き続き、ベンチマークとポートフォリオのリスク特性を極力一致させることで、ベンチマークに連
動する投資成果をめざしたパッシブ運用を行います。

●外国株式パッシブ・ファンド・マザーファンド
　引き続き、ベンチマークとポートフォリオのリスク特性を概ね一致させることで、ベンチマークに連
動する投資成果をめざしたパッシブ運用を行います。

■分配原資の内訳（１万口当たり）

項目
当期

2018年１月12日
～2019年１月11日

当期分配金（税引前） －円
対基準価額比率 －％
当期の収益 －円
当期の収益以外 －円

翌期繰越分配対象額 394円

（注１）「当期の収益」および「当期の収益以外」は、小数点以下切
捨てで算出しているためこれらを合計した額と「当期分配金
（税引前）」の額が一致しない場合があります。

（注２）当期分配金の「対基準価額比率」は「当期分配金（税引
前）」の期末基準価額（分配金込み）に対する比率で、ファ
ンドの収益率とは異なります。また、小数点第３位を四捨五
入しています。

（注３）「当期の収益」は「経費控除後の配当等収益」および「経費
控除後・繰越欠損補填後の売買益（含、評価益）」から分配
に充当した金額です。また、「当期の収益以外」は「分配準
備積立金」および「収益調整金」から分配に充当した金額で
す。

分配金
　当期の収益分配金につきましては基準価額水準および市況動向等を勘案し、無分配とさせていただき
ました。なお、収益分配金に充てなかった利益は信託財産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用
いたします。
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●Ｊ－ＲＥＩＴインデックスファンド・マザーファンド
　引き続き、リートの実質組入比率を高め、ベンチマークに連動する投資成果をめざした運用を行いま
す。ベンチマークの構成銘柄の変更に応じたポートフォリオのリバランスを行い、資金の流入・流出に
応じたきめ細かなポートフォリオ調整を実施し、ベンチマークと同等のリスク特性を維持するよう努め
ます。

●外国リート・パッシブ・ファンド・マザーファンド
　引き続き、ベンチマークに連動する投資成果をめざしたパッシブ運用を行います。

●エマージング債券パッシブ・マザーファンド
　引き続き、ベンチマークの動きを概ね捉える投資成果をめざして運用を行います。

●エマージング株式パッシブ・マザーファンド
　引き続き、ベンチマークの動きを概ね捉える投資成果をめざして運用を行います。

お知らせ
■約款変更のお知らせ
・当ファンドが投資対象とする「為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド」のベ

ンチマークの名称に変更が生じたため約款に所要の変更を行いました。
　変更前：シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース、為替ヘッジあり）
　変更後：ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース、為替ヘッジあり）
なお、当該名称変更は、「シティ債券インデックス」のロンドン証券取引所グループによる買収に伴
うものであり、ファンドの運用方針および運用プロセスを変更するものではありません。

・当ファンドが投資対象とする全てのマザーファンドにおいて、信用リスクを適正に管理する方法を規
定する所要の約款変更を行いました。

（2018年３月１日）
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

当ファンドの概要
商 品 分 類 追加型投信／内外／資産複合
信 託 期 間 2015年10月30日から無期限です。
運 用 方 針 信託財産の成長を図ることを目的として、運用を行います。

主要投資対象

投 資 の ソ ム リ エ
< Ｄ Ｃ 年 金 >
リ ス ク 抑 制 型

以下の各マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。なお、有価証券
指数等先物取引等、指数に連動する投資成果をめざす上場している投資信託
証券（ＥＴＦ）、短期金融資産に投資する場合もあります。

国 内 債 券 パ ッ シ ブ ・
ファンド・マザーファンド わが国の公社債を主要投資対象とします。

国内株式パッシブ・ファンド
（最適化法）・マザーファンド 東京証券取引所第１部に上場されている株式を主要投資対象とします。

為 替 フ ル ヘ ッ ジ
外 国 債 券 パ ッ シ ブ ・
ファンド・マザーファンド

海外の公社債を主要投資対象とします。

外 国 株 式 パ ッ シ ブ ・
ファンド・マザーファンド 海外の株式を主要投資対象とします。

Ｊ－ＲＥＩＴインデックス
ファンド・マザーファンド

東京証券取引所に上場し、東証ＲＥＩＴ指数に採用されている（または採用
予定の）不動産投資信託証券を主要投資対象とします。

外国リート・パッシブ・
ファンド・マザーファンド

日本を除く世界各国の不動産投資信託証券※を主要投資対象とします。
※海外の証券取引所に上場（これに準ずるものを含みます。）されている不動産投資信託証券とし

ます。

エ マ ー ジ ン グ 債 券
パッシブ・マザーファンド 新興国の公社債を主要投資対象とします。

エ マ ー ジ ン グ 株 式
パッシブ・マザーファンド

海外の証券取引所に上場している株式※を主要投資対象とします。
※ＤＲ（預託証券）もしくは株式と同等の投資効果が得られる権利を表示する証券および証書等を

含みます。

運 用 方 法

国内外の公社債、株式および不動産投資信託証券（リート）に実質的に投資し、それぞれの配分
比率を適宜変更します。
外貨建資産は投資環境に応じて弾力的に対円での為替ヘッジを行い、一部または全部の為替リス
クを軽減します。
基準価額の変動リスクを年率２％程度に抑えながら、安定的な基準価額の上昇をめざします。
※上記数値は目標値であり、常にリスク水準が一定であること、あるいは目標値が達成されることのいずれを約束するもので

はありません。また、上記数値は当ファンドの長期的なリスク水準の目標を表すものであり、当ファンドが年率２％程度の
収益を目標とすることを意味するものではありません。上記数値が達成されるかどうかを問わず、実際の運用成績がマイナ
スとなる可能性があります。

基本配分戦略（月次）では、統計的手法を用い、ファンドに含まれる複数のリスク要因を抽出し
た上で、これらの各リスク要因からファンドが受ける影響が均等になるように各資産への投資比
率（0％～100％）を決定します。
機動的配分戦略（日次）では、市場リスクの高まりに対し、リスクが比較的低い資産の組入比率
を増やす等、機動的に各資産への投資比率（0％～100％）を変更します。

分 配 方 針
決算日（原則として１月11日。休業日の場合は翌営業日。）に、経費控除後の配当等収益および
売買益（評価益を含みます。）等の中から、基準価額水準、市況動向等を勘案して、分配金額を
決定します。ただし、分配対象額が少額の場合は分配を行わない場合があります。
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代表的な資産クラスとの騰落率の比較

当ファンド　　　　：2016年10月～2018年12月
代表的な資産クラス：2014年１月～2018年12月

（注１）すべての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注２）上記期間の各月末における直近１年間の騰落率の平均値・最大値・最小値を、ファンドおよび代表的な資産クラスについて表示し、ファン

ドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成したものです。なお、上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注３）当ファンドの騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとして計算しています。

＊各資産クラスの指数
日本株……東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）（配当込み）
先進国株…ＭＳＣＩコクサイ・インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株…ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債…ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ国債
先進国債…ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債…ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ディバーシファイド（円ベース）
（注）海外の指数は為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。

※各指数については後掲の＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞をご参照ください。

当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（％）

△40.0

△20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

+41.9 +36.2 +37.2

+9.3
+19.3 +19.3

△4.0

+12.2 +13.4 +8.5 +2.0 +1.5

△22.0 △17.5
△27.4

△12.3 △17.4

+1.1+3.9

△2.4
+3.8

最小値

最大値
平均値
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

当ファンドのデータ
当ファンドの組入資産の内容（2019年１月11日現在）
◆組入上位ファンド等� （組入ファンド数：８ファンド）

当期末
2019年1月11日

為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 63.1％
国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド 9.0
エマージング債券パッシブ・マザーファンド 5.5
その他 22.4

（注１）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）組入全ファンドに関する詳細な情報等につきましては、運用報告書（全体版）に記載されています。
（注３）組入上位以外のファンドはその他に含めて集計しています。
（注４）現金等はその他に含めて表示しています。なお、その他は未払金等の発生によりマイナスになることがあります。

（注１）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注２）現金等はその他として表示しています。なお、その他は未払金等の発生によりマイナスになることがあります。
（注３）当ファンドの実質的な外貨建資産については、当ファンドにおいて弾力的に対円での為替ヘッジを行っています。なお、当期末における為

替ヘッジ比率は14.0％（純資産総額に対する割合）です。

純資産等

項目 当期末
2019年1月11日

純資産総額 6,536,496,610円
受益権総口数 6,288,449,795口

1万口当たり基準価額 10,394円
（注）当期中における追加設定元本額は3,385,111,677円、同解約元本額は691,533,111円です。

その他
16.4％

親投資信託受益証券
83.6％

◆資産別配分
その他
16.4％

日本
83.6％

◆国別配分
その他
16.4％

日本・円
83.6％

◆通貨別配分
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組入上位ファンドの概要
［為替フルヘッジ外国債券パッシブ・ファンド・マザーファンド］（計算期間　2017年６月23日～2018年６月22日）
◆基準価額の推移 ◆組入上位10銘柄

銘柄名 通貨 比率
US T N/B 0.875 09/15/19 アメリカ・ドル 0.8％
US T N/B 1.375 05/31/20 アメリカ・ドル 0.8
US T N/B 3.625 02/15/20 アメリカ・ドル 0.8
US T N/B 1.75 05/31/22 アメリカ・ドル 0.7
US T N/B 2.125 08/31/20 アメリカ・ドル 0.6
US T N/B 2.375 12/31/20 アメリカ・ドル 0.6
US T N/B 1.0 11/30/19 アメリカ・ドル 0.6
US T N/B 1.375 01/31/21 アメリカ・ドル 0.6
US T N/B 1.0 11/15/19 アメリカ・ドル 0.6
US T N/B 1.625 11/15/22 アメリカ・ドル 0.6

組入銘柄数 618銘柄
12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500
（円）

（2017.６.22） （2018.６.22）

◆１万口当たりの費用明細
項目 当期

金額 比率
(ａ) その他費用 1円 0.010％

（保管費用） (1) (0.010)
（その他） (0) (0.000)

合計 1 0.010

（注１）基準価額の推移、１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。
（注２）１万口当たりの費用明細の金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の

平均基準価額（13,326円）で除して100を乗じたものです。なお、費用項目の概要及び注記については２ページ（１万口当たりの費用明
細）をご参照ください。

（注３）組入上位銘柄、資産別配分・国別配分・通貨別配分のデータは組入ファンドの直近の決算日現在のものです。
（注４）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注５）国別配分・通貨別配分については、上位11位以下をその他に含めて集計しています。
（注６）外貨建資産については、原則として為替ヘッジを行っています。
（注７）現金等はその他として表示しています。なお、その他は未払金等の発生によりマイナスになることがあります。
（注８）国別配分は、発行国（地域）を表示しています。
（注９）計算期間中の運用経過や組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記載されています。

その他
2.0％

外国債券
98.0％

◆資産別配分

アメリカ
43.8％

フランス
10.1％

イタリア
9.1％

カナダ
2.1％

オーストラリア
2.1％オランダ

2.1％
ベルギー
2.5％
スペイン
5.7％
ドイツ
6.8％
イギリス
6.9％

その他
8.8％

◆国別配分

イギリス・ポンド
6.9％

ユーロ
39.4％

アメリカ・
ドル
43.8％

その他
2.9％

マレーシア・リンギット
0.4％

デンマーク・クローネ
0.5％

南アフリカ・ランド
0.6％ポーランド・ズロチ

0.6％メキシコ・ペソ
0.7％

オーストラリア・ドル
2.1％

カナダ・ドル
2.1％

◆通貨別配分
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

［国内債券パッシブ・ファンド・マザーファンド］（計算期間　2017年２月15日～2018年２月14日）
◆基準価額の推移 ◆組入上位10銘柄

銘柄名 通貨 比率
１２４回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.1％
１２２回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.1
１１７回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.1
１１８回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.0
３４１回　利付国庫債券（１０年） 日本・円 1.0
１３３回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.0
１３１回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.0
１２９回　利付国庫債券（５年） 日本・円 1.0
３４４回　利付国庫債券（１０年） 日本・円 1.0
３４５回　利付国庫債券（１０年） 日本・円 1.0

組入銘柄数 412銘柄
11,500

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000
（円）

（2018.２.14）（2017.２.14）

（注１）基準価額の推移、１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。
（注２）組入上位銘柄、資産別配分・国別配分・通貨別配分のデータは組入ファンドの直近の決算日現在のものです。
（注３）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注４）現金等はその他として表示しています。なお、その他は未払金等の発生によりマイナスになることがあります。
（注５）計算期間中の運用経過や組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記載されています。

その他
0.5％

国内債券
99.5％

◆資産別配分

その他
0.5％

日本
99.5％

◆国別配分

その他
0.5％

日本・円
99.5％

◆通貨別配分

◆１万口当たりの費用明細
　計算期間中に発生した費用はありません。
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［エマージング債券パッシブ・マザーファンド］（計算期間　2017年４月19日～2018年４月18日）
◆基準価額の推移 ◆組入上位10銘柄

銘柄名 通貨 比率
RUSSIAN FEDERATION 5.25 06/23/47 アメリカ・ドル 2.3％
RUSSIAN FEDERATION 03/31/30 アメリカ・ドル 1.6
BRAZIL 4.25 01/07/25 アメリカ・ドル 1.5
PERU 5.625 11/18/50 アメリカ・ドル 1.5
UNITED MEXICAN STATES 4.75 03/08/44 アメリカ・ドル 1.5
RUSSIA FOREIGN BOND 5.0 04/29/20 アメリカ・ドル 1.5
COLOMBIA 5.0 06/15/45 アメリカ・ドル 1.4
PERU 7.35 07/21/25 アメリカ・ドル 1.3
UNITED MEXICAN STATES 6.05 01/11/40 アメリカ・ドル 1.3
UNITED MEXICAN STATES 4.0 10/02/23 アメリカ・ドル 1.3

組入銘柄数 123銘柄
14,000

16,000

18,000

20,000

22,000
（円）

（2017.４.18） （2018.４.18）

（注１）基準価額の推移、１万口当たりの費用明細は組入ファンドの直近の計算期間のものです。
（注２）１万口当たりの費用明細の金額欄は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。比率欄は「１万口当たりのそれぞれの費用金額」を期中の

平均基準価額（18,582円）で除して100を乗じたものです。なお、費用項目の概要及び注記については２ページ（１万口当たりの費用明
細）をご参照ください。また、その他費用（その他）には、余資運用に対してかかる費用を含みます。

（注３）組入上位銘柄、資産別配分・国別配分・通貨別配分のデータは組入ファンドの直近の決算日現在のものです。
（注４）比率は純資産総額に対する評価額の割合です。
（注５）現金等はその他として表示しています。なお、その他は未払金等の発生によりマイナスになることがあります。
（注６）国別配分は、発行国（地域）を表示しています。また、上位11位以下をその他に含めて集計しています。
（注７）計算期間中の運用経過や組入全銘柄に関する詳細な情報等については、運用報告書（全体版）に記載されています。

外国債券
96.4％

その他
3.6％

◆資産別配分
トルコ
13.9％

メキシコ
12.8％

ロシア
10.9％

インドネシア
10.1％ブラジル

9.8％

コロンビア
8.7％

フィリピン
7.1％

パナマ
4.8％

ハンガリー
4.6％

南アフリカ
4.3％

その他
12.9％

◆国別配分

アメリカ・ドル
96.4％

その他
3.6％

◆通貨別配分

◆１万口当たりの費用明細
項目 当期

金額 比率
(ａ) その他費用 2円 0.009％

（保管費用） (2) (0.009)
（その他） (0) (0.000)

合計 2 0.009
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投資のソムリエ＜ＤＣ年金＞リスク抑制型

＜代表的な資産クラスとの騰落率の比較に用いた指数について＞
●「東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）」は、東京証券取引所第一部に上場されているすべての株式の時価総額を指数化したものです。
同指数は、株式会社東京証券取引所（㈱東京証券取引所）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関
するすべての権利は、㈱東京証券取引所が有しています。

●「ＭＳＣＩコクサイ・インデックス」は、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．が開発した株価指数で、日本を除く世界の主要先進国の株価指数
を、各国の株式時価総額をベースに合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．
に帰属します。また、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

●「ＭＳＣＩエマージング・マーケット・インデックス」は、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．が開発した株価指数で、新興国の株価指数を、
各国の株式時価総額をベースに合成したものです。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．
に帰属します。また、ＭＳＣＩ　Ｉｎｃ．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

●「ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ国債」は、野村證券株式会社が国内で発行された公募利付国債の市場全体の動向を表すために開発した
投資収益指数です。同指数の知的財産権その他一切の権利は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村證券株式会社は、同指
数の正確性、完全性、信頼性、有用性を保証するものではなく、ファンドの運用成果等に関して一切責任を負いません。

●「ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本）」は、ＦＴＳＥ　Ｆｉｘｅｄ　Ｉｎｃｏｍｅ　ＬＬＣにより運営され、日本を除
く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加重平均した債券インデックスです。同指数はＦＴＳＥ　Ｆｉｘｅｄ　
Ｉｎｃｏｍｅ　ＬＬＣの知的財産であり、指数に関するすべての権利はＦＴＳＥ　Ｆｉｘｅｄ　Ｉｎｃｏｍｅ　ＬＬＣが有して
います。

●「ＪＰモルガンＧＢＩ－ＥＭグローバル・ディバーシファイド」は、Ｊ．Ｐ．モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーが公
表している新興国の現地通貨建ての国債で構成されている時価総額加重平均指数です。同指数に関する著作権等の知的財産その
他一切の権利はＪ．Ｐ．モルガン・セキュリティーズ・エルエルシーに帰属します。また、同社は同指数の内容を変更する権利
および公表を停止する権利を有しています。
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